
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

・当町の農業は、水稲を基幹作物として、畜産や施設野菜などの組み合わせによる複合経営を中心に振興が図ら
れてきたが、農業従事者の高齢化やリタイアの進行に伴い、担い手不足や農地の遊休化が懸念されている。
また、近年の世界情勢の変化による飼料等の高騰により、農業経営の状況がきびしさを増している。

【地域の基礎的データ】
農業者：３０人（うち５０歳代以下１５人）、団体経営体（法人・集落営農組織等）２経営体

【水稲】水稲については、中心となる経営体への集積が行われている。国から各地域の農業再生協議会で生産数
量目標が決められるなど米政策の変革に対応できるよう、省力化栽培の推進や作業機械等の共同利用の推進等
労働力の軽減を検討し、一定の作付面積を確保することにより、急激な需給変動に対応できる安定的な生産・供給
体制の構築を図る。
【畜産】肉用牛については、「はこだて和牛」のブランド化が確立され、地域一貫生産や契約販売のもと、低コスト化
や安定出荷が図られ、所得の維持・向上に繋がっている。今後もさらなるブランドの確立と品質の高位平準化に向
け関係機関と連携し生産基盤の安定化を図る。乳牛は乳価や個体販売も安定しているが、今後も引き続き飼養管
理の徹底や良質粗飼料の生産に努め、乳量の増加や乳質の安定化を図る。
【野菜】施設野菜は、トマト・にら・ほうれん草を中心とした作付体系が確立されており、共選・共販体制により、高品
位の品質を保ち安定出荷が図られている。今後も関係機関と連携し栽培技術の高位平準化を図ることにより経営
の安定に繋げる。露地野菜は、直売所等での販売が主であり、町内外者に地産地消をPRし消費拡大を図ってい
る。
【その他】
・農用地の生産性を高めるために補助事業等の活用により基盤整備を推進し、安全で高品質な農作物の生産に努
める。
・生産や流通でのコスト削減と効率化を図るため、補助事業等を活用し機械・施設の導入を推進する。
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２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

【その他の取組方針】

【選択した上記の取組方針】

①ヒグマやシカの被害が拡大しないよう防止柵を設置するとともに、目撃情報や被害情報があった場合には速やか
に対応できる体制を構築する。併せて地域内外から捕獲人材の確保・育成を進める。
②病害虫予察情報による適期防除実施など減農薬等にむけた取り組みを進める。
③ＧＰＳを利用した作業(耕起・整地・移植・施肥・防除・収穫)などスマート農業に向けた取り組みを進める。
④重点振興作物が連続して作付けられている水田は、畑地化を進める。
⑧担い手の営農や農業を担う者の利用状況などを考慮し、出荷・調製施設など農業用施設の集約化を進める。
⑨生産された飼料作物は、地域内の畜産農家に供給しつつ、家畜排せつ由来堆肥は地域内の生産者に供給する
仕組みを構築する。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

木古内町無人ヘリコプター防除組合に防除の委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

担い手の経営意向を斟酌し、農地中間管理機構の活用により貸付意向のある農地から段階的に集約化を進める。

（３）基盤整備事業への取組方針

担い手のニーズを踏まえ、農地中間管理機構関連農地整備事業等の活用を進める。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

新規就農希望者に対し町や地域、関係機関が連携して支援を進め、定着を図る。

農業振興地域内の農業上の利用が行われる区域とする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

農地中間管理機構を活用して、認定農業者を中心に農地集積を進め、団地面積の拡大を図る。

（２）農地中間管理機構の活用方針

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 982

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

区域内の農用地等面積 982


